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項 目 令和元年
（第１次プラン）

令和６年
（第２次プラン）

総人口 ２，５９６，９３８人 ２，５３３，８２１人

外国人住民数 ６０，１３８人 ７４，６６４人

外国人比率 ２．３％ ２．９％

国 籍
◆ 上位の韓国・朝鮮、中国、ベトナムの順番は同じ
◆ ネパール５倍、インドネシア２倍、ミャンマー６倍

など、新たな国の伸び率が大きい

在留資格

◆ 特別永住者は高齢化により、減少傾向
◆ 「大学のまち京都」の特徴として、留学生が大幅増
◆ 技能実習、特定技能、家族滞在など、ほとんどの
資格で増加傾向
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京都府国際課調べ（各年12月31日現在）



➢ 学習の場（機会）の確保
⚫ 新たな日本語教室の開設支援 現在府内で３１教室
⚫ 地域日本語教育コーディネーターの配置 ５ 名

➢ 学習環境の充実
⚫ 市町村への間接補助制度の創設
⚫ 日本語教室への財政的支援（府独自の交付金制度）

➢ 地域との連携
⚫ 市町村、企業等が参加する意見交換会の実施
⚫ 日本語教室ネットワーク会議の開催



成果と今後の課題

➢ 学習の場（機会）の確保
⚫ 日本語教室の空白地域の解消
⚫ 企業の日本語教育への参画促進
⚫ 帯同家族への学習支援

➢ 学習環境の充実
⚫ 学習支援者の不足・高齢化への対応
⚫ 専門人材の確保・活用
⚫ 学習到達目標の設定

➢ 地域との連携
⚫ 自治体や地域住民との意識共有
⚫ 日本語教室の多様な機能への理解促進と支援拡大

【国の動き】

特定技能の職種の拡大
「育成就労制度」の導入

【社会の情勢】

少子高齢化、労働者不足
ボランティア候補者の不足



１月 第１回実務者会議（日本語教室他）…地域別で計４回

３月 第１回有識者会議（改定に向けた準備）

６月 府議会定例会（初回報告）

７月 第２回実務者会議（日本語教室他）…地域別で計３回

第２回有識者会議
９月 府議会定例会（中間報告）

１０月 パブリックコメント
第３回実務者会議（日本語教室他）…地域別で計３回

第３回有識者会議
１２月 府議会定例会（最終報告）

並行して、企業や大学等の
ヒアリングを実施

地域日本語教育に関わる多様な主体の
意見やアイデアを丁寧に取り入れ、第２次プランを策定
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意見集約地域日本語教育コーディネーター

とりまとめ＆反映

地域日本語教育コーディネーター 意見集約

意見集約

意見集約

地域日本語教育に関わる多様な主体に
幅広く意見を聞く機会を設定



取組（新規）プランに基づいた取組例（新規）

１ 様々な社会の変化に伴う新たな課題に対応します。

２ 第１次プランにおける取組を継続します。

３ 各日本語教室が、外国人住民の日本語学習を支援する
とともに、外国人住民と日本人住民の交流の場にもなっ
ていることを考慮します。

４ 各日本語教室の思いと多様性を尊重します。

５ 日本語教室や企業等が必要な支援を選択できるよう
様々な取組を提供し、必要性や希望に応じて伴走支援
します。



➀生活や就労、学習に必要な日本語
によるコミュニケーション能力を身につけるとともに、

②日本人住民が多文化共生社会や
地域日本語教育への理解を深めることにより、

大人から子どもまで京都で暮らす外国人住民が、

社会のあらゆる場面で誰もが同じ社会の一員として
いきいきと暮らせる地域づくりを進めます。



【重点アクション１】
企業の日本語教育への参画や

帯同家族への学習支援

【重点アクション２】
登録日本語教員など専門人材や

オンラインの活用

【重点アクション３】
日本語教室の多様な機能への

理解促進と支援拡大



取組（新規）➢ 京都府国際センターに専門人材を配置

⚫ 日本語教師の資格を持つ専門人材を配置
⚫ 地域日本語教育コーディネーターと連携
⚫ 教室の求めに応じ、専門的な立場から
カリキュラムや指導方法等をアドバイス

➢ 専門人材によるオンライン初期日本語教室

⚫ 生活者、就労者、子ども向け
⚫ 「生活Can do」 「就労Can do」に基づいたカリキュラム
⚫ ボランティアの負担が大きいゼロ初級にも対応
⚫ 教室開設が難しい地域もカバーできることに

⇒実質的な空白地域の解消を目指す



地域日本語教育
コーディネーター（総括）


